2008年住宅・土地統計調査結果の精度について (Ⅰ) by 山田 茂
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 3） 1989 年に実施された「統計調査に関する世論調査」によれば，前年に実施され
たばかりの住宅統計調査の知名度（20.1%）は 3 年前に実施された国勢調査の
83.3% と比べて大幅に立ち遅れていた。この世論調査は全国の 15 歳以上の 3000
人を対象に面接方式で実施され，回収率は 77.9% であった。内閣総理大臣官房
広報室（1989）
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 4） これらの統計調査は，すべて世帯側に申告義務を課す指定統計調査であった。




































45 万世帯（2007 年調査） 4 万世帯（2007 年調査）
左記のうち 2 年目



























































1 世帯に 1 枚（4 頁または 8
頁）甲調査票または乙調査
票
1 世帯に 1 枚
（世帯票・所得票）






















2008 年 住 宅・ 土
地 統 計 調 査 の 調

















2007 年 調 査 の 回
収率（　　　）内
は 1998 年 調 査。
世帯票・健康票：
80.1%（89.7%） 所
得 票・ 貯 蓄 票：
67.7%（80.6%） 介
護票：93.2%
1）2005 年国勢調査の報告書によれば，「外国の軍隊の構成員の家族」は 41608 人。総務省統計局（2007）
2）1998年末現在の刑務所・拘置所の収容人員は76881人，少年院の収容人員は3642人。法務省（2009a）法務省（2009b）




8）世帯票・健康票の客体数。所得票・貯蓄票は 36285 世帯。介護票は 6165 人。
9）2005 年国勢調査によれば，「社会施設の入所者」は 1070393 人，うち女性 727604 人。総務省統計局（2007）
10）2008 年調査の名称。2003 年調査以前は住宅需要実態調査。国土交通省住宅局（2010）。
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1） 上記の各区分の世帯人員の合計は 1 億 2752 万人である。なお，総務省統計局が公
表した 2008 年 10 月 1 日現在の推計人口は 1 億 2769 万人である。
2） 主世帯数は，住宅数と一致する。























推定値 200 100 50 20 10 1 0.5 0.2 0.1
（甲・乙両調査票で集計した結果）
全国 0.619 0.883 1.255 1.989 2.816 8.911 12.602 19.926 28.180
東京都 0.502 0.781 1.152 1.864 2.656 8.454 11.961 18.916 26.753
（調査票乙のみで集計した結果）
全国 1.031 1.473 2.094 3.320 4.700 14.878
東京都 0.910 1.439 2.134 3.465 4.943 15.749 22.281 35.239 49.839








































「調査票甲」は 2 枚の用紙の両面 4 頁（項目数は枝問を除いて持家では 22，








1 頁は「世帯に関する事項」，第 2 頁は「世帯収入」「家計を主に支える人」「居
住室」，第 3 頁は「住宅の所有関係・規模・設備など」，第 4 頁は「持ち家の
購入方法など」「敷地の所有関係・面積」となっている10）。「調査票甲」を配
布された世帯のうち持ち家以外の世帯（全体の約 39.1%）は，3 頁までに設
けられている項目と 4 頁目の現在の住居とその敷地関連の 2 項目を記入すれ
ばよい。
「調査票乙」の第 1 頁～第 4 頁は，現在の住居とその敷地関連の 2 項目を
除いて「調査票甲」と共通である。「調査票乙」だけに設けられている調査
項目は，上記の 2 項目を除いて第 5 頁～第 8 頁に配置されている。上記の 2
項目以外は現在居住している住居以外の住宅所有および土地（農地・山林を
含む）所有に関する項目である。「調査票乙」を配布された世帯のうち現在
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居住している住居とその敷地以外に住宅・土地を所有していない世帯（全体
の約 72.5%）は，上記の現在の住居と敷地関連の 2 項目および「調査票甲」
と共通の項目だけを記入すればよい。第 5 頁以降の各頁には「住居」「一般










個人情報の提供という印象を与える。1993 年調査までの調査票12）は 5 歳な
いしそれ以上の年齢幅の選択肢をマークする方式であった。





しては異例といえる速報集計13）（2009 年 7 月公表）が確報集計（2009 年 10
月～2010 年 3 月公表）14）とは別に公表されている。
注
 1） 2008 年調査の経費は，2010 年 6 月現在公表されていないが，2003 年調査のため
に支出された 2002 年度～ 2005 年度の経費は集計要員の人件費を除いて約 86 億
円であった。同じく 1998 年調査のために支出された経費は約 81 億円であった。
総務省統計局（2005）総務省統計局（2000）










 7） 東京都では，対象となる約 29 万住戸の調査に調査員約 6200 人，指導員約 1000
人を配置した。小野島（2008）なお，2008 年調査の全国の調査員数は 2010 年 6
月現在公表されていないが，ほぼ同規模の 2003 年調査の調査員数は約 8 万人（指
導員数は約 1 万人）であった。総務省統計局（2006）








2008 年調査では全世帯を封入回収する方式が全国の 30 市区（うち東京都は 7 区），












—  86  —
2008 年　住宅・土地統計調査結果の精度について（Ⅰ）（山田）
12） 1993 年調査の調査票では 24 歳以下は一括，25 ～ 65 歳までの年齢層は 5 歳刻み，
65 ～ 74 歳は 10 歳刻み，75 歳以上は一括という形式の選択肢が設けられていた。
13） 主な項目における速報集計と確報集計の「不詳」数は，「家計を主に支える人の
従業上の地位」（速報集計では 911.1 万世帯，確報集計では 910.9 万世帯），「建築
の時期」（速報集計では 355.4 万世帯，確報集計では 355.4 万世帯），「世帯年収」（速
報集計では 340.1 万世帯，確報集計では 340.0 万世帯），「住宅の所有関係」（速報



























































が進んだ地域と考えられる東京都心 10km 圏（15 特別区）の「不詳」率は




の実数が 138～172 万世帯，全国比率 3.0% 前後）の項目群，②同じく中間
的な水準（同 280～480 万世帯，全国比率 5.6%～9.5%）の項目群，③同じく
最も高い水準の 3 項目「家計を主に支える者の入居時期」「同・従業上の地
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位（以下「従業上の地位」と表記）」「同・別世帯となっている子の有無」（同










を除くすべてに相当する。したがって，全体の約 3% の世帯は調査票の第 3
頁の大半の項目については「建築の時期」（全国の「不詳」率 7.2%）を含め
てほとんど未記入であったのではないかと考えられる。①の項目群のうち











1998 年調査のそれぞれ 3.7 倍前後，2003 年調査のそれぞれ約 1.5 倍と今回も
大幅に増加しており，全国についての「不詳」率も 2 割近くに達している。「不
詳」率が最も高い「同・別世帯となっている子の有無」項目（「不詳」率
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普通世帯総数 4908.4 18.7 18.3 7.2 6.4 6.8 3.0 3.1
従業上の地位3）
不詳 2 頁 3 910.9 ― ― ― 31.3 35.8 ― 16.6
世帯年収不詳 2 頁 2 340.0 ― 95.8 ― 87.4 ― 44.6 44.6
年齢4）不詳 1 頁 1 319.2 ― 89.4 45.0 ― 93.1 ― 34.4
住宅の所有
関係不詳5） 3 頁 9 151.2 100.0 100.0 100.0 64.0 100.0 100.0 ―
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東京都区部について対比したものである。なお，両調査票とも「年齢」は第




集計に利用した調査票 両調査票 調査票　乙 差 差率 差率
普通世帯総数 4980.4 5013.2 32.8 0.7 0.6
（1）家計を主に支える者の年齢
25 歳未満 171.7 169.3 -2.4 -1.4 -3.7
25 ～ 29 歳 214.1 217.2 3.1 1.4 -0.4
30 ～ 34 319.1 325.3 6.2 1.9 8.6
35 ～ 39 392.3 397.1 4.9 1.2 4.2
40 ～ 44 386.1 390.9 4.8 1.3 -1.6
45 ～ 49 386.8 385.4 -1.4 -0.4 0.3
50 ～ 54 411.0 414.2 3.2 0.8 -2.8
55 ～ 59 529.0 530.0 1.0 0.2 -3.9
60 ～ 64 491.5 490.8 -0.7 -0.1 -2.1
65 ～ 69 440.9 439.0 -1.9 -0.4 -3.3
70 ～ 74 368.1 366.1 -2.0 -0.5 -1.8
75 歳以上 550.6 552.8 2.2 0.4 -0.2
不詳 319.2 335.1 15.9 5.0 6.4
（2）家計を主に支える者の従業上の地位
自営業主 610.9 597.1 -13.8 -2.3 -2.6
農林 ･ 漁業業主 113.7 110.1 -3.6 -3.2
商工 ･ その他の業主 497.2 487.0 -10.2 -2.0
雇用者 2343.5 2342.1 -1.4 -0.1 1.3
会社 ･ 団体 ･ 公社又は 1942.3 1942.7 0.4 0.0
個人に雇われている者
官公庁の常用雇用者 206.5 208.1 1.6 0.8
臨時雇 194.7 191.3 -3.4 -1.7
無職 1115.1 1112.3 -2.8 -0.3 1.3
学生 65.2 62.8 -2.4 -3.7
その他 1050.0 1049.5 -0.5 0.0
不詳 910.9 961.7 50.8 5.6 0.6
（3）世帯の年間収入階級
100 万円未満 304.4 300.1 -4.3 -1.4 -2.6
100 ～ 200 万円 572.8 573.4 0.7 0.1 2.8
200 ～ 300 734.4 740.2 5.9 0.8 1.8
300 ～ 400 704.9 704.3 -0.6 -0.1 -8.3
400 ～ 500 552.7 553.5 0.8 0.1 -0.8
500 ～ 600 453.1 458.4 5.3 1.2 13.5
600 ～ 700 324.0 324.9 0.9 0.3 -5.9
700 ～ 800 273.9 277.1 3.2 1.2 5.0
800 ～ 900 196.2 195.9 -0.3 -0.2 -3.0
900 ～ 1000 175.5 174.6 -0.9 -0.5 -8.6
1000 ～ 1500 259.0 262.7 3.7 1.4 4.8
1500 ～ 2000 54.5 53.1 -1.4 -2.6 -10.7
2000 万円以上 35.0 34.0 -1.0 -2.9 -10.7
不詳 340.0 361.0 21.0 6.2 5.6
注　差率は両調査票による集計＝ 100　に対するもの。














が 25 歳未満，40 代前半，50 代以上である世帯，「家計を主に支える者」が「自




 1） 2008 年住宅・土地統計調査には，「分類不能」が発生する可能性がある自由記入
方式の「産業」「職業」項目は設けられていない。 
 2） 2003 年調査までの実数（分）を記入する方式から 2008 年調査では 15 分刻みの
10 の選択肢から 1 つを選ぶ方式へ変更されている。
 3） 抽出された調査単位区から調査対象とする住宅・人が居住する建物の選定方法
は，1998 年調査までの調査単位区内のすべてを調査対象とする方法から 2003 年
調査から調査単位区内の住戸を無作為抽出する方法に変更された。統計委員会
（2007d）
 4） 内閣府が 2009 年 11 月に全国の 20 歳以上の 3000 人を対象に実施した面接調査（回
収率 61.8%）によれば，「統計調査に回答したくない」という比率は都市部ほど
概ね高い。ただし，この調査自体の回収率は東京都区部居住者，20 代の男女お
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よび 30 代男性では 5 割未満であるので，大都市の住民や若年層の回答には調査
に非協力的な層が含まれていない結果であるという点を考慮する必要がある。内
閣府大臣官房政府広報室（2009）





 7）  1998 年調査・2003 年調査においても同様の傾向が認められる。
















































主世帯計 4959.8 6.4 13.5 6.8 15.3 7.2 16.3 3.0 7.6
一戸建 木　造 2542.0 2.5 7.4 2.6 8.9 4.0 12.7 1.2 4.3非木造 203.0 3.0 6.9 3.2 8.8 4.1 12.1 1.7 5.7
長屋建 木　造 101.1 7.8 17.4 9.1 20.8 15.7 30.3 7.2 15.5非木造 31.9 6.5 15.6 7.5 19.7 9.0 24.6 5.1 12.0
共同住宅 木　造 274.4 14.6 22.5 16.8 26.1 24.5 40.8 10.4 15.3非木造 1794.0 11.0 14.2 11.6 15.7 8.8 13.0 4.4 5.5








世帯人員 全国 東京都区部 全国 東京都区部 全国
普通世帯計 4980.4 3.1 ― 6.8 15.3 3.0
主世帯計 4959.8 3.0 7.6 6.8 15.3 ―
1 人 1473.8 5.2 8.0 13.3 19.9 5.2
2 人 1383.4 3.1 8.8 5.3 13.3 3.1
3 人 927.9 2.5 7.6 4.2 11.5 2.5
4 人 733.8 1.1 4.6 3.5 9.7 1.1
5 人 284.8 0.5 2.8 1.8 6.1 0.5
6 人 117.6 0.2 1.7 0.7 3.1 0.2
7 人以上 59.1 0.2 2.3 0.5 3.1 0.2

































普通世帯計 4980.4 18.3 6.8 15.3 ― ― ― ―
主世帯計 4959.8 ― 6.8 15.3 7.2 16.3 3.0 7.6
25 歳未満 171.5 31.8 1.6 4.1 9.9 18.7 1.5 3.7
25 ～ 34 歳 530.4 23.5 1.9 4.4 7.3 15.1 1.9 4.4
35 ～ 44 歳 772.1 15.0 1.2 3.0 4.9 10.3 1.2 3.0
45 ～ 54 歳 793.3 10.7 0.8 2.5 3.8 8.7 0.7 2.5
55 ～ 64 歳 1017.9 10.0 0.6 2.3 3.8 10.0 0.6 2.3
65 歳以上 1355.6 10.4 0.6 2.5 3.7 9.7 0.6 2.4
年齢不詳 318.7 89.4 93.2 94.5 45.0 50.0 34.4 37.4






























区部 全国 全国 全国
普通世帯計 4980.4 6.41 13.48 18.29 41.32 18.65 42.20 ― 6.83 3.04
主世帯計 4959.8 6.43 13.51 18.35 41.40 18.71 42.29 7.17 6.84 3.05
持ち家 3031.6 2.22 5.69 9.17 25.33 8.79 24.06 1.80 1.87 0.00
借家計 1777.0 7.98 12.06 27.06 46.12 28.72 48.96 8.42 7.40 0.00
公営の借家 208.9 4.99 9.91 15.63 28.82 15.47 27.63 0.18 4.35 0.00
都市再生機
構・公社の借家 91.8 8.64 14.12 25.21 37.74 25.05 37.21 0.12 7.91 0.00
民営借家 1336.6 8.50 11.81 31.77 52.93 32.10 53.21 10.66 7.94 0.00
民営借家
（木造） 440.7 5.82 12.00 20.85 48.51 ― ― 15.39 5.12 0.00
民営借家
（非木造） 895.8 9.81 11.75 37.14 55.99 ― ― 8.34 9.32 0.00
給与住宅 139.8 7.09 15.37 0.29 1.04 18.60 38.11 4.70 6.46 0.00
所有関係不詳 151.2 72.42 66.81 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00
同居世帯 18.5 1.63 2.65 3.85 13.27 4.01 ― 2.33 1.73
住宅以外の建物
に居住する世帯 2.2 6.98 25.00 9.77 0.00 10.70
11.97
― 7.91 4.19







業上の地位」項目の「不詳」率は 1998 年調査の 13.3% から，2003 年の















 1） 2008 年住宅・土地統計調査による「非木造共同住宅」（約 1794 万戸）のオートロッ
ク比率は 30.2% であるが，2006 年以降建築分に限ると，63.2% に達している。










下記のうちインターネット・サイト上の収録文書は 2010 年 6 月に収録を確認した。
新聞記事は日本経済新聞デジタルメディア社が提供するデータベース「日経テレコン
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